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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第117期

第３四半期
連結累計期間

第118期
第３四半期
連結累計期間

第117期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 39,577 43,306 61,763

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △733 278 1,921

四半期(当期)純利益又は四半期
純損失(△)

(百万円) △625 4 1,007

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △387 763 1,602

純資産額 (百万円) 18,258 20,624 20,248

総資産額 (百万円) 42,535 44,433 45,746

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) △21.53 0.15 34.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.8 46.3 44.1
 

　

回次
第117期

第３四半期
連結会計期間

第118期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △3.57 8.51
 

(注) １．提出会社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第117期第３四半期連結累計期間、第118期第３四半期連結累計期間、及び第117期の潜在株式調整後１株当

たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、提出会社グループにおいて営まれている事業の内容について、重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前連結会計年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策や金融政策の効果等を背景

に、企業業績や個人消費に持ち直しの動きが見られるなど、景気は緩やかに回復してまいりました。

　防災・情報通信業界におきましては、企業収益が改善するなかで、建築着工床面積は、緩やかなが　

らも増加傾向が維持されており、公共投資も底堅く推移するなど明るい兆しも見え始めております。

　このような状況のもと、提出会社グループは、全社を挙げて営業活動を推進してまいりました結果、

受注高は53,969百万円(前年同四半期比17.5％増)、売上高は43,306百万円(前年同四半期比9.4％増)と

ともに前年同四半期を上回る結果となりました。利益につきましては、売上高の増加や原価率の改善な

どにより、営業利益は228百万円(前年同四半期は営業損失700百万円)、経常利益は278百万円(前年同四

半期は経常損失733百万円)、四半期純利益は4百万円(前年同四半期は四半期純損失625百万円)とそれぞ

れ前年同四半期の損失計上から黒字転換する結果となりました。

 セグメントごとにおける概況は次のとおりであります。

　防災事業の火災報知設備と消火設備につきましては、新築市場の回復が待たれるなか、引き続きメン

テナンス物件を中心にリニューアル提案に注力し積極的な営業を推進してまいりました。また、近年、

力を入れている海外事業におきましても業績は概ね順調に推移しており、海外子会社が増加したこと等

もあり、受注高・売上高ともに伸長いたしました。

　以上の結果、防災事業の受注高は43,113百万円(前年同四半期比18.8％増)、売上高は34,778百万円

(前年同四半期比12.8％増)、セグメント利益(営業利益)は3,419百万円(前年同四半期はセグメント利益

2,020百万円)となりました。

　情報通信事業等の情報通信設備につきましては、監視カメラ設備やインターホン設備等のリニューア

ル市場と防災を目的とした自治体向けの告知放送システムの販売に注力してまいりましたが、テレビ電

波障害市場の縮小にともなう売上高の減少をカバーするには至りませんでした。防犯設備等につきまし

ては、既存設備のリニューアルやテナント移動にともなうセキュリティ導入需要は依然として底堅く、

順調に推移いたしました。

　以上の結果、情報通信事業等の受注高は10,856百万円(前年同四半期比12.4％増)、売上高は8,527百

万円(前年同四半期比2.6％減)、セグメント損失(営業損失)は536百万円(前年同四半期はセグメント損

失296百万円)となりました。

　なお、提出会社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工

事の割合が大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高と他の四半期連結会計期間の売上高との間に

著しい相違があり、業績に季節的変動があります。
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(2) 財政状態の分析

(流動資産)

　当第３四半期連結会計期間末の流動資産の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ1,166百万円減少

し、29,861百万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が減少し、未成工事支出金が増加し

たこと等によるものであります。

　受取手形及び売掛金の減少は回収等によるものであり、未成工事支出金の増加は将来の売上計上物件

の増加によるものであります。

(固定資産)

　当第３四半期連結会計期間末の固定資産の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ147百万円減少

し、14,572百万円となりました。

(流動負債)

　当第３四半期連結会計期間末の流動負債の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ1,184百万円減少

し、16,660百万円となりました。これは主に、未払法人税等やその他の含まれる未払費用が減少したこ

と等によるものであります。

　未払法人税等の減少は納付によるものであり、未払費用の減少は賞与支給によるものであります。

(固定負債)

　当第３四半期連結会計期間末の固定負債の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ505百万円減少

し、7,148百万円となりました。

(純資産)

　当第３四半期連結会計期間末の純資産の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ375百万円増加し、

20,624百万円となりました。これは主に、その他の包括利益累計額が増加したこと等によるものであり

ます。

　

(3) 事業上及び財政上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、提出会社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。

なお、提出会社は、「会社の支配に関する基本方針」について、以下のとおり決定しております。

　①会社の支配に関する基本方針

　上場会社である提出会社の株式は、譲渡自由が原則であり、株式市場を通じて多数の投資家の皆

様より、自由で活発な取引をいただいております。よって、提出会社の財務及び事業の方針を支配

する者の在り方についても、提出会社株式の自由な取引により決定されることを基本としておりま

す。したがって、大規模買付提案やこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定する

ものではなく、最終的には株主の皆様の意思により判断されるべきであると考えております。

　一方、提出会社は、提出会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、経営の基本理念、企

業価値の様々な源泉、提出会社を支えるステークホルダーとの信頼関係を維持し、提出会社の企業

価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させる者でなければならないと考えており

ます。したがって、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付

提案やこれに類似する行為を行う者は、提出会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として

適当ではないと考えております。

　なお、大規模買付提案やこれに類似する行為があった場合には、直ちに情報の収集に努め、当該

行為が提出会社に与える影響を分析し、基本方針に照らして不適切な者と判断した場合には、最も

適切な措置をとってまいります。また、必要に応じ提出会社の考え、意見等を株主の皆様の判断材

料となるよう開示いたします。
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　②基本方針の実現に資する取組み

提出会社では、提出会社の企業価値及び株主共同の利益を向上させることにより、多数の投資家

の皆様に長期的に継続して提出会社に投資していただくため、下記(イ)の基本方針のもとに下記

(ロ)の施策を実施しております。

　(イ) 提出会社の経営の基本方針

　提出会社は、1918年の創業以来、「皆様の大切な人命や財産を火災からお守りする」とい

う大きな使命のもと、製品やシステムの研究開発・製造から販売・施工・保守に至るまで一

貫して火災防災に取組んでまいりました。また今日では、防災で培った技術・ノウハウを核

としてセキュリティシステムや情報通信分野へとその事業の裾野を広げております。今後に

つきましては、これらを融合し、さらに私たちの暮らしの基盤である一般住宅(家庭用防災)

へも事業を拡大し、総合防災企業としてさらなる安心・安全・快適・利便の提供に邁進する

所存であります。

　このような背景のもと、提出会社は、「災害の防止を通じ人命と財産の保護に貢献する」

ことを基軸とし、社会のニーズに適合した価値ある商品とサービスを供給するとともに、顧

客、株主、取引先、その他地域社会の人々及び従業員に豊かな生活と生き甲斐のある場を提

供する一方、地球環境の保全に配慮して活動することを経営の基本方針としております。

(ロ) 中長期的な企業価値向上のための取組み

　提出会社は、長期ビジョン「VISION2017」のもと、経営理念である「人々に安全を」「社

会に価値を」「企業をとりまく人々に幸福を」を真に実践できる企業集団となることを目指

し、グローバルに発展していくために自らを変革し、変化の激しい市場環境を乗り越えてま

いります。

引き続き、仕事の質、経営の質、製品の質、サービスの質、人材の質など経営に係る全て

の「質」の向上に努め、グループ経営に重点を置き、グループ全体としての財務体質の強化

に努め、収益性と資産効率の向上を目指し、利益の最大化に取組んでまいります。また、リ

スク管理体制の強化に努め、企業の社会的責任を果たしてまいります。

提出会社は、これらの取組みとともに株主様をはじめ顧客、取引先、従業員等ステークホ

ルダーとの信頼関係をより強固なものにし、中長期にわたる企業価値の安定的な向上を目指

してまいります。

③基本方針に照らして不適切な者によって提出会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取組み

　上記のとおり中長期的な企業価値ひいては株主共同の利益の向上を目指し提出会社の経営にあ

たってまいります。そのためには、株主様をはじめ顧客、取引先、従業員等ステークホルダーとの

間に十分な理解と協力関係を構築することが不可欠であります。提出会社は、平素より適正なる企

業運営や適切な情報の開示に努め、提出会社のより良き理解者としての株主様の拡大に取組んでま

いります。

④当該取組みが基本方針に沿い、提出会社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、提出会社の

会社役員の地位の維持を目的とするものでないことについて

　当該取組みは、大規模買付提案やこれに類似する行為がなされた際に、当該買付け等に応じるべ

きか否かの判断材料となるよう、平素より適正なる企業運営や適切な情報の開示に努めるものであ

ります。その最終的な判断が、株主の皆様の意思に委ねられていることから、提出会社の企業価値

ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的に合致するものであり、提出会社の会社

役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1,168百万円であります。
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種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 57,600,000

合計 57,600,000

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,172,000 29,172,000
東京証券取引所　　

(市場第一部)
単元株式数は1,000株であり
ます。

合計 29,172,000 29,172,000 ― ―

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成25年10月１日～　
平成25年12月31日

― 29,172,000 ― 3,798 ― 2,728

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

 

　

② 【発行済株式】

　

 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 　　
113,000

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

28,925,000
28,925 ─

単元未満株式
普通株式

134,000
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 29,172,000 ― ―

総株主の議決権 ― 28,925 ―

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ホーチキ株式会社

東京都品川区上大崎
二丁目10番43号

113,000 ─ 113,000 0.39

合計 ― 113,000 ─ 113,000 0.39

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成25年９月30日現在

 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、提出会社所有の自己株式204株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成25年９月30日現在

 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

提出会社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

提出会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10

月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,203 3,644

受取手形及び売掛金
※3 17,864 ※3 14,450

製品 2,266 2,663

仕掛品 225 500

原材料 2,677 3,162

未成工事支出金 2,806 4,255

その他 1,064 1,263

貸倒引当金 △80 △78

流動資産合計 31,027 29,861

固定資産

有形固定資産

土地 4,053 4,073

その他（純額） 2,566 2,596

有形固定資産合計 6,619 6,670

無形固定資産

のれん 890 791

その他 2,087 1,756

無形固定資産合計 2,978 2,547

投資その他の資産

その他 5,286 5,522

貸倒引当金 △165 △167

投資その他の資産合計 5,121 5,354

固定資産合計 14,719 14,572

資産合計 45,746 44,433

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※3 8,765 ※3 8,804

短期借入金 523 557

未払法人税等 680 135

工事損失引当金 31 33

製品補償引当金 39 42

その他 7,803 7,088

流動負債合計 17,844 16,660

固定負債

長期借入金 1,648 1,333

退職給付引当金 4,855 4,786

役員退職慰労引当金 9 9

その他 1,140 1,018

固定負債合計 7,653 7,148

負債合計 25,497 23,808
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,798 3,798

資本剰余金 2,728 2,728

利益剰余金 14,617 14,240

自己株式 △56 △58

株主資本合計 21,087 20,709

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 456 843

土地再評価差額金 △704 △700

為替換算調整勘定 △657 △284

その他の包括利益累計額合計 △905 △142

少数株主持分 66 57

純資産合計 20,248 20,624

負債純資産合計 45,746 44,433
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 39,577 43,306

売上原価 28,492 30,021

売上総利益 11,084 13,284

販売費及び一般管理費

給料及び手当 4,418 4,784

その他 7,367 8,272

販売費及び一般管理費合計 11,785 13,056

営業利益又は営業損失（△） △700 228

営業外収益

受取利息 3 3

受取配当金 34 36

為替差益 － 37

その他 108 66

営業外収益合計 146 143

営業外費用

支払利息 26 27

売上割引 20 23

その他 132 42

営業外費用合計 179 93

経常利益又は経常損失（△） △733 278

特別利益

有形固定資産売却益 1 5

特別利益合計 1 5

特別損失

有形固定資産売却損 － 4

有形固定資産除却損 5 3

減損損失 37 21

事業所閉鎖損失 － 54

会員権評価損 2 －

特別損失合計 45 83

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△777 200

法人税、住民税及び事業税 101 150

法人税等調整額 △257 46

法人税等合計 △156 196

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△620 3

少数株主利益又は少数株主損失（△） 4 △0

四半期純利益又は四半期純損失（△） △625 4
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△620 3

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 137 386

為替換算調整勘定 96 372

その他の包括利益合計 233 759

四半期包括利益 △387 763

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △392 764

少数株主に係る四半期包括利益 4 △0
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前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 763百万円 794百万円

のれんの償却額 －百万円 98百万円

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　提出会社は、柔軟な資金調達手段を確保するため、取引銀行４行と貸出コミットメントライン契約を

締結しております。これら契約に基づく当第３四半期連結会計期間末の借入未実行残高等は、次のと

おりであります。

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間　　　

(平成25年12月31日)

貸出コミットメントラインの総額 5,000百万円 5,000百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 5,000百万円 5,000百万円
 

　

　２　手形流動化に伴う手形買戻し義務の上限額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間　　　

(平成25年12月31日)

 982百万円 697百万円
 

　

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

末日満期手形が四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間　　　

(平成25年12月31日)

受取手形 13百万円 145百万円

支払手形 29百万円 92百万円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

提出会社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割

合が大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高と他の四半期連結会計期間の売上高との間に著しい

相違があり、業績に季節的変動があります。

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)

及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

　

 

　

EDINET提出書類

ホーチキ株式会社(E01802)

四半期報告書

13/17



決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 377 13 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 377 13 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．配当金支払額

 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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防災事業
(百万円)

情報通信
事業等(百万円)

合計(百万円)
調整額
(百万円)

四半期連結損益
計算書計上額
(百万円)

売上高 30,820 8,756 39,577 ― 39,577

セグメント利益又は損失(△) 2,020 △296 1,724 △2,425 △700

 
防災事業
(百万円)

情報通信
事業等(百万円)

合計(百万円)
調整額
(百万円)

四半期連結損益
計算書計上額
(百万円)

売上高 34,778 8,527 43,306 ― 43,306

セグメント利益又は損失(△) 3,419 △536 2,883 △2,655 228

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失
金額(△)

△21円53銭 0円15銭

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)
(百万円)

△625 4

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期
純損失金額(△)(百万円)

△625 4

普通株式の期中平均株式数(株) 29,064,765 29,059,034

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

(注) １　セグメント利益又は損失の調整額△2,425百万円は各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

　当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

(注) １　セグメント利益又は損失の調整額△2,655百万円は各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   新   居   伸   浩   印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   鳥   羽   正   浩   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月13日

ホーチキ株式会社

取締役会  御中

　

 

　

 

　
 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ホーチキ株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ホーチキ株式会社及び連結子会社の平成25
年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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